
「安全・安心な学校生活を目指した取組」 

～子どもたちの命をつなぐ危機対応訓練研修の充実～ 
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１ 取組の内容・方法 
    姫路市では、食物アレルギーを有する児童生徒が、安全・安心な学校生活を送ること

ができるように、平成 22 年度に策定（平成 29 年 3 月改訂）された「姫路市食物アレル

ギー対応マニュアル」(資料 1)を基に、各学校で学校給食を含む

学校生活における個別指導や学級指導などの日常対応を行って

いる。緊急時対応についても体制整備を求められている。 
  平成 25 年 2 月には、新たに「学校災害対応マニュアル作成指 
針」(資料 2)が示され、本市の「災害対応マニュアル」と「危機 
対応マニュアル」が一本化され、自然災害、人的災害や犯罪など 
事件、事故も含めた様々な学校災害に対して一元的な対応を行う 
こととなった。現在、教職員研修に活用している危機管理に関す 
る内容を指針より一部抜粋し、まとめた。 
 ■指針のねらい 
  ・危機に対して、平素から未然防止に向けて取り組むこと 
  ・発生時には被害を最小限に抑えること 
  ・一刻も早く日常の教育活動に戻すこと 
■姫路市の学校園が守るべき優先順位 
 ①子どもたちと教職員の安全を確保する 

(命を守る、保護者へ引き渡す) 
 ②避難所として地域住民等を引き受ける 
 ③授業を再開する 
■緊急時の組織体制(資料 3) 
指揮者が近くにいない場合は、その現場にいる者で組織づくりをし、初動対応を行

う。「緊急時に直面した場合、普段実践していることしかできない。普段実践していな

いことは決してできない。」

という考えに基づき、災害対

応を日常的な学校園教育活

動に組み込むことが重要で

あると示されている。 
■迅速で確実な初動対応・  
初期対応(資料 4) 

 学校園が守るべき優先順  
位を全教職員が理解してい 
れば、現場にいた者が迷わず 
に子どもと教職員の命を守る行動をとることができる。 
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資料 3 姫路市学校災害対応マニュアル作成指針 P32 
http://www.city.himeji.lg.jp/s110/2212774/_28949.html 



■より実効性のある教職員研修の実施 
本校は児童数 1000 人超の大規模校で、教職員数も  

50 人を超える。食物アレルギー対応を必要とする児童  
は平成 30 年 3 月現在で 70 人、アレルギー原因食物は  
約 20 食品に及び、エピペン処方は 4 人いる。あわせ 
て、それ以外の危機対応事案も決して少なくはない。 
危機対応の取組の初期(平成 23 年)の頃は、あらかじ 

め役割が定められていたシナリオ通りのシミュレーシ 
ョンだったため、スムーズに進む一方で、設定役割以 
外の教職員の初動・初期対応の体験値が上がらないと 
いう課題が出て、シナリオなしのシミュレーションを  
実施したが、臨機応変に動くことが出来ず、現場は混乱した。 
そこで、全教職員の危機対応力の向上を図れるよう実効性のある訓練研修を目指し 

て、この指針を基に学校災害対応マニュアルを作成し、「学校園が備えることや教職員 
が学ぶこと」を中心に取組を進めた。PDCA サイクルの視点で食物アレルギー緊急対 
応、学校水泳事故緊急対応、多数傷病者対応等の実際を想定した教職員研修を実施し、

検証・改善を行っている。また、平成 25 年度よりその取組を基にパッケージ化した演 
習プログラムを学校外の研修において紹介する機会をいただいている。その本校と学 
校外の取組内容について次の 2 点から報告する。 

（1） より実効性のある危機対応訓練研修 
   危機対応の教職員研修は、児童が安全・安心な学校生活を送ることができるよう、

校長のリーダーシップのもと、全教職員が日常対応や事故防止及び緊急時における支

援体制ができるように行うものとして実施している。マニュアルは作成したけでは、

実効性があるかどうかはわからない。緊急時は、迅速かつ

確実にしなければならないことが同時に重なり発生するの

で、教職員には臨機応変な対応が求められる。 
＜臨機応変に動ける現場づくり＞ 
・教職員一人一人が、同時にしなければならない幾つも    
のことを知っている。 

・同時にしなければならない対応のどれでもができる。 
・対応状況の情報共有が簡単にできる。 
・普段からチームワーク力がある。 
・日常生活においても教職員の危機意識が高い。 

＜関係機関(消防署:救急救命士)との実践的な連携＞     
 ・実際に、119 番通報(訓練通報)や現場での救急救命士に  

よる特定行為を含めたシミュレーションを繰り返すこ 
とで、緊急対応の流れの見通しが持てるようになる。 

   ・初動及び初期対応へのアドバイスをいただけることで、   
対応スキルが向上する。 

   ・実際の状況のような緊迫感のあるシミュレーション体験ができる。 

資料 4 姫路市学校災害対応マニュアル作成指針P34 
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□演習 A  『子どもの命をつなぐ危機対応シミュレーション(実地演習)』 設定：約 30～40 分 

                     

○ねらい 学校の危機事態における対応シミュレーション(演習)を通して、危機発生時に必要な初動・初期対応

(救急処置を含む)や体制を全教職員で共有し、危機対応体制を整えるための修正可能な改善点を明ら

かにする。 

○方法  想定された危機事案に対して、実際に学校内の教室や職員室等で、教職員のチーム力を発揮しながら

迅速に臨機応変に対応していく。演習後には、全教職員で振り返りを行う。 

 

事前 

 

●教職員間でチームワーク力や臨機応変な対応力を遠慮せず発揮できる雰囲気づくり。 

●シミュレーションのねらいや重点ポイントを毎回、具体的に決めておく。 

 ・例）声を出し合う、胸骨圧迫、人工呼吸は交代しながら行う 

時刻を刻む、自分の役割を見つけ行動する、情報を確実に共有する等 

●全教職員で訓練全体の様子や成果・課題を共有できるようにする。 

 ・例）ビデオカメラ等でシミュレーションを記録する等 

●企画、運営は視点の偏りを防ぐために一人で担わず組織的に行う。 

●環境準備は入念に、演習本番は臨機応変な対応を目指す。 

 ・演習に使用する物品(AED トレーナー等)の準備は確実に行う等 

実践 

●被害想定をするなかで、自分自身の危機に対する力を知る。 

 ・想定力、技能も含めて対応力、パニック時の自己判断力等 

●現在の立場や役割に関係なく、教職員全員で想定される初動、初期、中期対応に 

 ついて必要な事柄を共通理解する。 

・一次救命の方法(＊１)、同時進行で必要とされる対応(＊2)を具体的に出し合う。 

  （＊1）意識の確認、止血、胸骨圧迫、人工呼吸、AED、ショック体位、エピペン等 

（＊2）記録、インターフォン、トランシーバー、緊急放送、担架、救急セット 

毛布、119 番通報、110 番通報、保護者連絡、児童生徒誘導と確認、 

救急車誘導等 

●緊急時にだれもが迷わず、どの役割でも迅速に行動できるようにトレーニングをする。 

 ・例）個々の練習とショートシミュレーションを組み合わせる工夫 

    立ち位置を交代して(視点を変えて)シミュレーションを体験する等 

事後 

●各個人、グループ、学校全体、関係機関間等の振り返り、評価(成果、課題を整理)を反映させて、

自校の危機対応体制を整えていく。 

 ・例）振り返りシート等の活用、発展性を持った訓練研修内容の検討 

実際に自校で発生した事故事案の対応検証等 

＜危機対応シミュレーション(実地演習)の要点＞ 

写真 4 
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（２）パッケージ化した演習 B プログラム 
このプログラムは、各学校にお

いて、だれでも簡単に危機対応訓

練研修を継続的に取り組めるよ

う考案した。学校の多様な事案に

も対応が可能である。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 取組の成果 
（１）シミュレーション研修は、教職員自身の危機対応スキル面の課題（ページング放送 

の順がわからない。初動対応の優先順位がわかりにくいなど）が明確になりやすい。 
異なる場所での対応内容についても、事前の DVD（以前のシミュレーション記録動画） 
視聴で、シミュレーションのイメージがしやすくなった。さらに、軽度な事故対応発

生時にも教職員のチームワーク力を発揮し、応急処置と情報共有がスムーズに同時進

行できる。危機対応を通して教職員間のつながりがより強まったといえる。 
（２）演習 B プログラムは、体験した教職員の感想に「危機対応を我こと意識で考えるこ

とができた。校内研修企画見直しの参考にしたい。」とあった。研修を通して、危機意

識の変容の機会としての役割は果たせたといえる。 
３ 課題及び今後の取組の方向 
  学校を取り巻く環境は、日々、様々なリスクに囲まれている状況である。そのなかで

教育活動に携わる教職員は、子どもたちの安全・安心な学校づくりに努めることが求め

られている。 
  毎年 2 回の研修で、危機対応力が著しく向上することは難しいといえる。しかし、今 
後も PDCA サイクルの視点で研修の在り方にも改善や工夫を加え、校内組織と消防署の 
連携を含めた内容の充実を目指したい。もしもの時に、教職員のチームワーク力で迅速、 
確実な対応でかけがえのない子どもたちの命をつないでいきたいと強く願っている。 

資料 6 H28.29 年度 健康教育指導者養成研修(教職員支援機構主催)の講師担当時にも使用 
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資料 6a 


